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下水道の取り組み状況と課題の整理
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新
し
い
時
代
に
お
け
る
下
水
道
の
あ
り
方

<暮らし>～生活空間の充実等を通

じた豊かな生活の実現

・良好な居住環境の形成

（汚水処理の普及）

<安全>～防災の高度化の推進

・水害等の災害に強い国土

づくり

（大雨にも安全な都市づくり）

<環境>～地球環境から身近な生活

環境までの保全・創造

・地球温暖化の防止

（一酸化二窒素の排出抑制）

・循環型社会の形成

（下水汚泥のリサイクル）

・良好な水環境への改善

（高度処理の推進、合流式下

水道の改善）

＜諮問事項＞
① 環境と共生した持続的発展が可能な社

会の構築に向けた、新たな下水道の役割
とその推進方策は、いかにあるべきか

② 下水道未普及地域を早期に解消するた
めの整備手法は、いかにあるべきか

③ 下水道機能の質的向上について、中長
期的な整備目標と戦略的な推進方策はい

かにあるべきか
④ ストックが増大するなか、適正な下水道

施設の管理は、いかにあるべきか。また、
下水道経営の健全化は、いかにして図る

べきか

①災害対策の強化

②活力あるまちづくりの実現

③地球環境問題、資源・エネルギー問題の深刻化

④健全な水循環系の構築

現行の社会資本整備

重点計画における
下水道の取り組み

取
り
組
み
の
評
価

社会ニーズの変化

①人口減少・少子高齢化社会の到来

②財政的制約の強まり

③下水道ストックの増大

考慮すべき課題

「新しい時代における下水道のあり方」を検討するにあたっての枠組み

＜検討にあたっての視点＞

１．下水道の役割の再整理
○ 未来への投資の視点

○ 成果重視の視点

２．進め方の再整理

（１）施策の総合化
○ 関係主体との連携・協働

○ 計画、整備、管理の総合的な取り組み

○ ハード整備とソフト対策の一体的な取り組み

○ 既存ストックの有効活用

（２）住民参画
○ 情報開示

○ 住民との協働

○ 目標の共有

（３）選択と集中
○ 時間管理概念の導入

○ 優先順位の明確化（分野、場所、水準）

・・・
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現行の社会資本整備重点計画に基づく
下水道の取組み状況と課題



2
62.1%

36.6%
46.6%

40.1%
55.1%

52.8%
39.1%

70.2%
28.2%

42.2%
36.6%

11.5%
53.3%

64.2%
50.1%

34.2%
56.0%

14.3%
68.1%

89.1%
89.0%

87.0%
80.3%

37.5%
64.1%

51.4%
62.4%

72.1%
53.1%

62.9%
70.7%
71.9%

58.4%
94.5%

63.7%
72.9%

43.6%
55.2%

50.5%
42.6%

64.4%
50.9%

73.1%
46.2%

48.7%
87.3%

69.3%

98.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

沖縄県

鹿児島県

宮崎県

大分県

熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

高知県

愛媛県

香川県

徳島県

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

和歌山県

奈良県

兵庫県

大阪府

京都府

滋賀県

三重県

愛知県

静岡県

岐阜県

長野県

山梨県

福井県

石川県

富山県

新潟県

神奈川県

東京都

千葉県

埼玉県

群馬県

栃木県

茨城県

福島県

山形県

秋田県

宮城県

岩手県

青森県

北海道

全国

５０％

• 汚水処理施設の整備については、地域特性に応じた適切な役割分担のもと、都道府県構想（都道府県ごとに市町村の意見を反映した上で

策定）に基づき、下水道、農業集落排水施設、浄化槽等により推進。

• また、「汚水処理施設整備交付金」注）（平成１７年度創設）など、連携の強化のための取組みを併せて推進。

• この結果、下水道処理人口普及率は、約69％（平成17年度末）となり着実に進展。

• しかし、未だ約2,400万人が整備を待望。整備水準の地域間格差も大きい状況。

良好な居住環境の形成 ～汚水処理の普及～暮らし

都道府県別下水道普及率

普及率５０％以
下が１５県も

（平成１７年度末）

重点計画の目標：下水道処理人口普及率 【６５％（Ｈ１４）→６９％（Ｈ１７）→７２％（Ｈ１９）】

汚水処理人口普及率 【７６％（Ｈ１４）→８１％（Ｈ１７）→８６％（Ｈ１９）】

都市規模別下水道普及率

（平成１7年度末）

１００万人以上
５０～１０

０万人 ３０～５０万人 １０～３０万人 ５～１０万人 ５万人未満 計

2,619 1,076 1,779 3,045 1,962 2,225 12,706

2,576 869 1,366 2,062 1,056 874 8,802

11 15 46 189 282 1,279 1,822

注） １．総都市数 １，８２２の内訳は、市 ７７８、町 ８４６、村 １９８（東京区部は市に含む）。

２．総人口、処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。
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９８．３％

全国平均 ６９．３％

８０．８％
７６．８％

６７．７％

５３．８％

３９．３％

現在の都道府県構想による
最終想定下水道普及率 ８８％

６８％

８１％

９０％
９４％

９６％
１００％

下水道を使える人々

下水道を待ち望む人々

※注）汚水処理施設整備交付金（地域再生基盤強化交付金）
地域の自主性・裁量性に基づき、下水道、農業集落排水施設、

浄化槽等を一体的に整備できる制度。
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水害等の災害に強い国土づくり ～大雨にも安全な都市づくり～安全

• 都市における浸水対策は下水道の重要な役割であり、多くの地方公共団体において５年確率降雨に対応した整備を行っているが、
都市浸水対策達成率は約53％（平成17年度末）。

• 都市化の進展、近年の下水道の計画規模を大きく上回る集中豪雨の頻発、地下街・地下室の設置など土地利用の高度化などによ
り都市部における浸水被害リスクが増大。

• そこで、「特定都市河川浸水被害対策法」（平成15年制定）に基づく河川事業と連携した対策、複数市町村に跨る広域的な雨水排除を
行う「雨水流域下水道事業」（平成17年下水道法改正）、総合的な対策を緊急かつ重点的に行う「下水道総合浸水対策緊急事業」（平成18年

度創設）を実施。

• しかし、依然として都市における内水氾濫被害は深刻化。

地下街への浸水の様子（平成１５年福岡市）0
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１９７６～１９８５

平均２０９回

１９８６～１９９５

平均２３４回

１９９６～２００５

平均２９３回

２００４年

４８３回（過去最高）

道路が冠水した溜池交差点付近(東京都平成16台風22号)

東京都における浸水被害額の約9割は内水氾濫被害によるもの、全国的には約５割

近年、1時間降水量50mm以上の降水の発生回数が増加 近年の被害の状況

平成6～15年の10年間の合計（水害統計より）

<東京都>
約70億円

約830億円

内水氾濫による
被害額
93％

洪水氾濫等の
内水氾濫以外による

被害額
7％

約1.3兆円 約1.2兆円

内水氾濫による

被害額
48％

洪水氾濫等の
内水氾濫以外による

被害額
52％

<全国>
１時間降水量の年間延べ件数（全国のアメダス地点 約1,300箇所より） （気象庁資料より）

50浸透

100降ると・・・

25浸透

50流出

昔 現在
75流出

50 浸透

100 降ると・・・

20 浸透

50 流出

昔（昭和22年） 開発後（昭和63年）

80 流出

都市化の進展により、雨水の浸透量や
流出量が大きく変化

重点計画の目標：下水道による都市浸水対策達成率 【５１％（Ｈ１４）→５３％（Ｈ１７）→５４％（Ｈ１９）】
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地球温暖化の防止 ～N2O排出削減対策～

• 地球温暖化防止のため、温室効果ガスの削減が求められているが、下水道は処理過程において多くの温室効果ガスを排出し
ており、特に汚泥焼却における一酸化二窒素（N2O）の排出は下水道全体の約24％（CO2換算）を占める。

• このため、「京都議定書目標達成計画」（平成17年4月閣議決定）において、燃焼の高度化によるN2Oの排出抑制について、高温燃焼
（850℃）を基準化し、実施の徹底を図ることを明記。

• しかしながら、現在のところ、高温焼却が占める割合は約30％（湿重量比）にとどまっている。

• また、下水道のエネルギー消費状況や下水汚泥等の有するポテンシャルを踏まえれば、地球温暖化対策の観点からの取り組
みとしては不十分。

環境①

下水道からの温室効果ガス排出量（2004年度）

出典 国土交通省調べ 出典 下水道統計

下水汚泥の焼却量の推移

処理場
電力
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10%

水処理（CH4）
4%
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（CO2）

7%

ポンプ場電力（CO2）, 6%

その他（CH4）, 0.3%

合計
700万t-CO2
(2004年度）

※数値はすべてCO2換算
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重点計画の目標：下水道に係るN2O排出削減量（未対策時と比べての削減量） 【約４０万ｔ－CO2 （Ｈ１６）→約２００万ｔ－CO2 （Ｈ２２）】
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循環型社会の形成 ～下水汚泥のリサイクル～

• 廃棄物の減量化の観点から、下水汚泥の減量化・リサイクルの推進に取組んできたところ。

• これまで下水汚泥のコンポスト化や建設資材化が進められ、下水汚泥リサイクル率は６７％（平成１６年度）となっており、下水汚泥の
発生量は増加しているが埋立処分量は着実に減少。

• しかしながら、近年利用が進んでいる建設資材化については、需要の安定的確保に懸念があること、資材化コストが高いことな
ど持続的なリサイクルについての不安定要因も内在。

• また、下水汚泥は産業廃棄物排出量の約２割を占めており、建設廃棄物や食品廃棄物等と同様に、率先して循環型社会の形
成に向けた取り組みを進める必要があるが、下水汚泥のリサイクルの多くは廃棄物減量化の観点にとどまっており、下水汚泥の
有するポテンシャルを踏まえた取り組みとしては不十分。

環境②

下水汚泥リサイクル率の推移

※発生時DSトンベース

出典 国土交通省調べ
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※下水汚泥の含水率約97％（発生時現物量ベース）

下水汚泥
7,484(18%)

電気・ガス・熱供給・水道業

（但し下水汚泥を除く）

1,741(4%)

農業

9,059(22%)

建設業

7,501(18%)

パルプ・紙・紙加工品製造業

3,660(9%)

鉄鋼業

3,072(7%)

化学工業

1,940(5%)

鉱業

1,395(3%)

窯業・土石製品製造業

1,046(3%)

食料品製造業

1,020(2%)

飲料・たばこ・飼料製造業

410(1%)

その他の業種

2,835(7%)

産業廃棄物排出量
（2003年度）
41,162万トン

出典：環境省｢産業廃棄物排出・処理状況調査報告書｣より

産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合

重点計画の目標：下水汚泥リサイクル率 【６０％（Ｈ１４）→６７％（Ｈ１６）→６８％（Ｈ１９）】
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T-P
(21.1t/日)

生活系　, 18.8%

事業場, 8.8%
下水処理場,

60.1%

山林、市街地、
その他, 3.5%農業・水産業・

畜産業, 8.9%

T-N
(254t/日)

下水処理場,
65.3%

山林、市街地、
その他, 6.4%農業・水産業・

畜産業, 4.7%

事業場, 9.6%

生活系　, 14.0%

窒素及びりんの発生源別発生負荷量（東京湾・平成１１年度）

東京湾流入負荷量に占める下水処理場由来の窒素、燐負荷量の割合

燐窒素
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三大湾の水質経年変化（Ｔ－Ｎ）

赤潮の発生状況（東京湾）

東京湾の赤潮 三大湾の下水道処理人口普及率と
高度処理人口普及率

 

目標 Ｈ１５末現在 目標 Ｈ１５末現在

　東京湾 95.7 87.6 92.8 3.6

　伊勢湾 93.0 57.0 92.7 17.3

　大阪湾 95.4 85.7 94.7 14.1

下水道処理人口普及率（％）
高度処理人口普及率（％）

（NP対応のみ）

下水処理場，

65.4％
下水処理場，

60.1％

良好な水環境への改善 ～高度処理の推進～

• 東京湾などの三大湾や水道水源になっている湖沼等の重要水域では、水質改善が進まず、富栄養化の進行による赤潮・青潮
が依然として頻発。このため、取水障害、水産業への影響などの直接的な社会経済的損失に加え、貴重な生態系への影響、景
観の喪失などの問題が発生。

• これらの水域の水質改善に向け、高度処理を推進するために、高度処理に関する排出枠取引による共同負担制度を導入した
ところ（平成17年下水道法改正）。

• 下水道の普及に伴い、流入負荷量に占める下水処理場由来の窒素、燐負荷量の割合が大きくなり、下水道の高度処理の役割
は極めて大。

• しかしながら、高度処理の普及は大きく立ち遅れており、高度処理の更なる推進が急務。

三大湾の水質経年変化（Ｔ－Ｎ）
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東京湾 伊勢湾 大阪湾

三大湾の水質は横ばい

下水道処理人口普及率と比較して著しく低い。特に東京
湾では、伊勢湾・大阪湾に比べ低水準

平成16年度公共水域水質測定結果（環境省）より国土交通省作成

出典 第6次水質総量規制のあり方について（2005）環境省より国土交通省作成

国土交通省調べ

出典：海上保安庁ＨＰ出典：東京都

（mg/l）

重点計画の目標：環境基準達成のための高度処理人口普及率 【１１％（Ｈ１４）→１４％（Ｈ１７）→１７％（Ｈ１９）】

環境③
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• 早くから下水道事業に取り組んだ都市では、一本の管きょ整備で汚水と雨水の対策を効率的に進められる合流式下水道が多
く採用されたが、これらの都市部においては、降雨時にし尿を含む未処理下水が放流されることによる水域汚染が社会問題化。

• このため、「合流式下水道緊急改善事業」（平成14年度創設）を実施するとともに、対策を確実に実施するため、水域に排出される汚
濁負荷量を分流式下水道並みとすること等を目標として、平成16年度より原則10年間で緊急改善対策を完了させることを義務
づけ（平成15年下水道法施行令改正）。

良好な水環境への改善 ～合流式下水道の改善～

未処理下水の放流状況

•191都市 ：全下水道実施都市

（1,899都市）の１割

•23万ha ：全下水道処理区域面積

（約137万ｈａ)の２割

•約20%：全下水道処理人口普及率

（約69%)の３割

・東京都区部には、雨水吐口が約800箇所存在

・未処理下水が平均年間約３０回も放流

（H14実測値）

神田川

合流式下水道の採用状況

大腸菌や各種ウイルスが拡散する恐れ

合流式下水道実施都市の分布

出典 国土交通省調べ

出典
東京都
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お台場海浜公園（東京）における
水域汚染観測結果

出典
国土交通省資料

凡 例（着手年代）

● 昭和19年まで
● 昭和20年代
● 昭和30年代
● 昭和40年代
● 昭和50年代

合流式下水道とは

雨水

汚水

雨天時には、未処
理下水の一部がそ
のまま流出

汚水+雨水

重点計画の目標：合流式下水道改善率 【１５％（Ｈ１４）→１８％（Ｈ１７）→４０％（Ｈ１９）】

環境④



社会ニーズの変化
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災害対策の強化 ～地震時の下水道機能の維持と防災機能の向上～

マンホールの突出

新潟県中越地震における
下水道施設の被害の状況

汚水の流出（処理場）

今後30年以内に震度６弱以上の揺れに
見舞われる確率の分布

全国どこでも地震が起こる可能性は高い

出典 文部科学省地震調査研究推進本部『全国を概観し
た地震動予測地図』(平成18年9月)

病院 官公庁消防署

公共交通

企業

都市機能がマヒ

被害発生
トイレが使えない

住民

水道水源の汚染

・東海地震、東南海・南海地震や首都直下地震等、大規模地震発生の可能性が極めて大。

・兵庫県南部地震（平成７年）や新潟県中越地震（平成16年）において、未処理下水の流出や交通障害の発生、また、 トイレの使用が不
可能となるなど、住民生活や社会活動に重大な影響が発生。

・しかし、平成９年度以前に施工された下水道施設の８割以上が耐震化未了。

・そこで、「下水道法施行令改正」（平成17年）や耐震化に関する基準の見直しを行うとともに、地震時にも最低限の機能を確保する
ための「下水道地震対策緊急整備事業」（平成18年度創設）を実施。

・いつどこで大規模地震が発生してもおかしくない状況の中、下水道施設の機能維持と都市全体の防災機能の向上が急務。

拠点地区の排水機能確保

下流域の衛生確保

地域の防災機能の強化

避難住民の生活の安定

下水道が最低限有すべき機能の確保
（下水道地震対策緊急整備事業）

・最重要管渠の流下機能
・重要ポンプ施設の排水機能

・処理場の消毒機能

・緊急避難路等の交通機能
・処理場の防災拠点化

・避難地におけるトイレ確保
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豊かで活力のある社会の形成 ～下水道の有する資源・施設の活用～
• 都市機能の高度化や居住環境の向上による都市の再生、地域の特性を活かした魅力ある地域経営の活性化は、我が国の成長
力・競争力を強化するための重要な取組みとして「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」(平成18年7月閣議決定)に位置付
けられ、強力に推進。

• 下水道は、従来から都市の静脈機能を担う社会資本として都市・地域の活動を支えているが、さらに、下水道の有する資源・施設
の有効活用により、豊かで活力のある社会の形成に貢献。

• 具体的には、下水道施設の活用による良好な水緑空間や高度な都市機能空間の形成、下水道光ファイバーの活用による地域
情報化への貢献、処理水を利用した観光資源の再生やヒートアイランド現象の緩和、下水熱を利用した融雪による快適な生活環
境の創出などの実現が可能。

約140億m3 ２)都市内水路用水、散水用水、
雑用水

うるおい、ヒートアイランド対策、
観光、渇水対策

処理水

エネルギー対策

エネルギー対策、居住環境の改善、
観光

情報格差の解消

うるおい、環境学習、観光、
防災、都市空間の高度利用

貢献可能な分野

94万kl２)

（原油換算）
バイオガス、燃料バイオマス

67Pcal２)地域冷暖房、融雪下水熱

38万km２)

地球9.5周
光ファイバーの敷設空間管きょ空間

8,158ha1)

2,023箇所1)

多目的広場、公園、ビオトープ、
オフィスビル、住宅、防災拠点上部空間

ポテンシャル用途資源・施設

都道府県別ＦＴＴＨサービス利用可能世帯比率(平成18年3月末)

下水道の有する資源・施設の有効利用

出典 １）平成16年度版下水道統計((社)日本下水道協会) 2)国土交通省調べ

9 3.9
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50 .4

43 .9

4 6 .2

46 .5

48 .2

99 .0

99 .7

99 .9
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大阪府

東京都
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滋賀県

奈良県

長野県

新潟県

山形県

茨城県

岩手県

(％)

全国平均
79.7％

政府目標
90％(2010年)

・
・
・

出典 次世代ブロードバンド戦略2010（総務省）より国土交通省作成

※調査対象：流域下水道や人口30万人以上の都市等の処理場(427か所)（複数
回答あり）

下水処理場の空間活用状況

環境学習の場環境学習の場

0 20 40 60 80 100

防災施設

建築施設

生物の生棲場

せせらぎ

公園

多目的広場

平面的な利用が多い

0 20 40 60 80 100

防災施設

建築施設

生物の生棲場

せせらぎ

多目的広場

環境学習の場環境学習の場

0 20 40 60 80 100

防災施設

建築施設

生物の生棲場

せせらぎ

公園

多目的広場

平面的な利用が多い

0 20 40 60 80 100

防災施設

建築施設

生物の生棲場

せせらぎ

多目的広場

出典 国土交通省調べ

上位5都道府県

下位5都道府県

豊かで活力のある社会の形成の例（広島県東広島市）

工業団地の整備にあたり、下水道整備等の社会基盤施設の充実が図ら
れた結果、ＩＴメーカーの工場が立地。

雇用者数が約1,500人増加し、製造品出荷額等が年間約1,300億円増加。
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世界のエネルギー需要は、2000年に比べ
2020年に43％増加、2030年に66％増加

OPEC諸国の原油価格の動向

地球環境問題、資源・エネルギー問題の深刻化（１）
• 世界のエネルギー需要は今後も大幅に増加すると推測され、今後も原油価格高騰などエネルギー供給の不安定要因は拡大。

• また、地球温暖化への対応として、我が国は温室効果ガスの排出量を基準年比６％の削減を行うことが京都議定書で定められた
が、現状では基準年を上回っている状況。

• これらの状況を踏まえ、「新・国家エネルギー戦略」 (平成18年5月策定) 、「京都議定書目標達成計画」(平成17年4月閣議決定)や「バイオマス
ニッポン総合戦略」 (平成18年3月閣議決定)など、我が国全体として省エネルギー・創エネルギーを推進。

• 我が国の国際競争力の強化の観点からも、資源・エネルギー制約及び環境制約下での対応として、省エネルギー・バイオマス利
活用等のイノベーションを実現し、世界への発信が重要。

• 下水道は収集・処理の過程で大量のエネルギーを消費しており、下水道施設における電力消費量は全国の約0.7％を占めるなど、
一層の省エネ対策が求められている。

• 一方、下水道は、下水汚泥や下水熱等多くのエネルギーポテンシャルを有しており、例えば、下水汚泥のエネルギーポテンシャ
ルは原油換算で約94万klであるが、有効利用は約13％にとどまっている。

• さらに、下水汚泥はエネルギーとしての利用だけでなく、将来枯渇が不安視されているリン鉱石の代替資源として、我が国の輸入
量の約１～２割相当のポテンシャルを有している。

出典：資源エネルギー庁資料

世界のエネルギー消費量の推移と見通し
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2004年度排出量
13億5,500万t-CO2

京都議定書削減約束
11億6,300万t-CO2

現状対策のみの場合の
2010年度の排出量
13億1,100万t-CO2

基準年排出量
（原則1990年度）

12億6,100万t-CO2 ＋7.4％

出典：京都議定書目標達成計画、環境省資料より

リン鉱石の国別の輸入状況

出典：輸出統計

温室効果ガスの排出量は、基準年(原則1990年)を
7.4％上回っている状況

地球環境問題、資源・エネルギー問題の深刻化（２）

下水汚泥のバイオマス利用状況（2004年度）

出典：国土交通省調べ

※発生時DSトンベース

燃焼

未利用
(77%)

緑農地利用
(10%)

下水道
バイオガス

利用

汚泥燃料利用

エネルギー利用
(13％)

＜発生汚泥量(2003年度)＞
現物量：7,500万t

（含水率は約97％）

↓
固形物量：214万DS-t

↓
（全てエネルギー回収した場合）

原油換算で約94万kl

下水汚泥のエネルギーとしてのポテンシャル

出典：国土交通省調べ
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再生水の全国の
利用水量は

処理水量の２％
にも満たない状況

出典 国土交通省調べ

健全な水循環系の構築 ～総合的な水環境の改善～

歴史ある水路も、都市化の進展、それに伴う下水道整備により
水源が断たれ、平常時は水の無い水路に （京都市 堀川）

年間処理水量
約140.6億トン

再生水利用量

約1.9億トン

(処理水量の1.4％）
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参考：東京都水環境保全計画（1998）

都市の水循環系における下水道の役割は大きい （例：東京都の水循環系）
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都市化の進展、下水道の整備により、平常時河川流量が減少
(例：鶴見川流域）

真福寺川平常時流量

出典 鶴見川流域水委員会準備会提言（2001)

出典 京都市

• 都市化の進展による不浸透域の拡大、上下水道の整備及び水路の蓋がけ等により、地下浸透量の減少や水のバイパス等が生じ、
都市内河川の平常時流量の減少や湧水の枯渇、生態系への影響等の課題が発生。また、近年、微量化学物質等による水質リス
クも課題。

• 「第三次環境基本計画」（平成18年4月閣議決定）では、環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組として「人と身近な水とのふれあ
いを通じた豊かな地域づくり」が謳われているところ。

• 下水道の普及に伴い下水道を経由する水量は増加し、都市の水循環系に大きな役割を果たしうる存在となったが、再生水の利用
は限定的。また、処理水の上流還元による河川の流量確保の取り組みが行われてきたが、不十分。

• 今後、公共用水域の水質改善に加えて、河川の流量確保など総合的な水環境の改善にも配慮した下水道に転換することが必要。

• このため、下水道は関係部局や住民・ＮＰＯと連携した積極的な取り組みが必要。

（平成1６年度現在）
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健全な水循環系の構築 ～水辺の創出～

• 都市・地域再生の推進のため、良好な景観形成や観光資源の創出が求められる中で、都市における水辺空間が見直されている。
また、近年深刻化しているヒートアイランド現象の対策としての役割が求められている。

• 都市化の進展に伴い、水路の道路への活用や下水道整備による水路の暗渠化が進められ、貴重な都市内の水辺空間が著しく減
少。

• これまでにも、下水道空間や再生水を活用して失われた水辺の回復の取り組みが行われてきたが、不十分。

• 今後、下水道管理者が率先して関連部局や住民・ＮＰＯと連携して、地域コミュニティ意識の醸成等にも資する水辺回復に積極的

に取り組むことが必要。

現代の
東京水路網

安政3年（1856年）
の江戸水路網

水路を埋め立て、高速道路として活用(東京都 築地川）

再生水の活用により、都市内に快
適と潤いある空間を創出し、地域協
働の清掃活動による、地域コミュニ
ティの形成にも寄与

(神戸市 松本地区）

出典：慶応義塾大学 石川研究室

出典：神戸市資料

出典：都市水路検討会中間とりまとめ（2005)

都市下水路の環境整備により
良好な景観や賑わい空間を創出
し、観光資源としても活用

（佐賀県 佐賀市）

東京都区部ではこの１００年間に水面積が半減

出典：国土交通省資料
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人口減少・少子高齢化社会の到来

※高齢化率とは、65歳以上人口が総人口に占める割合

出典：日本の将来推計人口(～2050,中位推計),
国立社会保障・人口問題研究所(2002年1月)

2050年には総人口が8割、高齢化率は35.7%

出典：日本の市区町村別将来推計人口,
国立社会保障・人口問題研究所
（2003年12月）より国土交通省作成

中小市町村で、早期に人口減少
が顕在化

（年）

• 今後、人口減少と少子高齢化が進展し、2050年には、総人口が現在の８割に、かつ、高齢化率は35.7％と現在の２倍になると推計。

• 当面、人口は、大都市圏より地方圏、大都市より中小市町村、中心部より郊外部で急速に減少する見込み。また、高齢化率が高い
市町村の占める割合は、三大都市圏に比べ地方圏では、大きくなる見込み。

• 人口減少や高齢化は下水道計画の前提となるフレーム、原単位などの前提条件に大きな影響を与えるとともに、使用料収入の減
少など下水道経営にも大きく関わり、下水道事業のあり方に大きな影響を及ぼす懸念。

• また、日常生活での利便性向上、余暇時間の拡大など、少子高齢化によって生じるライフスタイル等の変化に対応した取り組みも
必要。

都
市
規
模
別
の
将
来
人
口
の
割
合

※高齢化率とは、65歳以上人口が総人
口に占める割合

出典：日本の市区町村別将来推計人口,
国立社会保障・人口問題研究所
（2003年12月）より国土交通省作成

地方圏の市町村で、高齢化率
が高い市町村の占める割合の
上昇が顕著

圏
域
別
の
高
齢
化
率
が

高
い
市
町
村
の
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合
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財政的制約の強まり

• 下水道に関する国の投資規模は、 「景気対策のための大幅な追加が行われていた以前の水準」に達している状況。

• 今後の公共投資についても「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月閣議決定）において、2007年度から５年
間にわたり、「これまでの改革努力（名目対前年度比▲３％）を基本的に継続する。」こととされている。

• 一方、地方公共団体においても、地方交付税総額の減額が行われるなど、歳入・歳出ともに減少傾向であり、今後も継続する見
込み。このため、下水道事業への一般会計からの繰り入れも厳しさを増す状況。

• このような状況のなか、今後、高度経済成長期の短期間に形成された多くの施設が一斉にその更新期を迎えることになり、膨大な
改築更新需要及び新たな社会ニーズに対応した整備費や、下水道機能を維持するために必要な管理費の確保が課題。

地方交付税の推移

出典 「平成１８年度地方財政計画」（総務省）より国
土交通省作成

(兆円）

（年度）

下水道事業予算（国費）の推移 市町村決算規模の推移

出典 「平成１６年度市町村普通会計決算の概要」
（平成１７年１１月総務省）より国土交通省作成

出典 国土交通省資料

(兆円)
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・これまで整備した下水道施設の投資額は80兆円以上、管路延長は約38万km、処理場数は約2,000箇所など下水道ストックが増大。

・老朽化等を放置すれば、処理機能の停止によるトイレ使用の制限、未処理下水の流出、管路破損による道路陥没など日常生活や
社会経済活動に重大な影響を与えることが懸念。

・現在、事故発生対応型の維持管理が主流。今後、施設の維持管理費・改築更新費の増大・集中化が見込まれる中、計画・建設・維
持管理を総合的にとらえた上で、施設の延命化、投資の平準化等を考慮した施設管理が急務。

・適切な管理を行うため、組織体制の確保、技術開発の促進が必要。

下水道ストックの増大

老朽管路が急増

50年経過

30年経過

年度別管路整備延長(全国)

出典 国土交通省調べ 出典 国土交通省調べ

平成17年度
6,600箇所

下水道起因の道路陥没件数の推移

今後の改築更新費の推計

改
築

更
新

費
(国

費
)

（
億

円
） 平成１８年度予算（国費） ７,３５３億円

推計方法）
標準耐用年数を経

過した施設を改築更
新するためには、同
施設に対する過去の
投資額を現在価値
化した費用が、改築
更新費用として生じ
ると仮定して推計。

13,500㎞を超え
る膨大な管きょ

東京都の下水道施設の整備状況

東京都の建設事業費と改築更新費の推移
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